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領域においては，他国の法制度・法運用がこの自然科学における実験に相
当するといわれることもある。我が国と共通の課題に直面している国々
が，その課題に対処しようとして採用し運用している法制度を研究するこ
とにより，我が国でそうした制度を採用した場合の結果を見通し，課題克
服の糸口を見出すことができる。ここに比較法研究の意義があると思われ
る。韓国の刑法と刑事訴訟法は，それぞれ我が国の改正刑法仮案と旧刑事
訴訟法をモデルに制定されたものである。それが，時代の要請に応じた改
正を続け，現在の姿に至っている。韓国での法改正のスピードは速く，ア
メリカ，イギリス，ドイツ等の法制度を意欲的に取り入れている。我が国
において改正の必要性が認められながら改正が行われていない点について
も，韓国ですでに法改正が行われているものが多々ある。我が国の刑事法
と類似の土台の上に，現代的な課題に対応した法改正を重ねている韓国刑
事法は，我が国の刑事法にとって格好の比較法研究の対象であるといえ
る。このような研究の意義を踏まえて，当研究会は，今後，本誌に，韓国
刑事法の判例研究，新立法の紹介等を連載していくこととする。
韓国刑事判例研究：大法院2016年12月15日判決（2015ド3682）
氏　　家　　　仁＊
〔対象判例〕著作権法違反被告事件（被告人 ₁，被告人 ₂に対して一部認
定された罪名：著作権法違反幇助，被告人 ₃株式会社に対して認定された
罪名：著作権法違反幇助），事件番号2015ド3682，2016年12月15日大法院
＊　嘱託研究所員・中央大学法学部兼任講師
 　本稿は，平成29年 ₁ 月21日に中央大学市ヶ谷キャンパスにおいて開催された
第 ₃ 回日韓刑事司法研究会（日本比較法研究所研究グループ：日韓刑事司法制
度の比較研究（代表　柳川重規））における報告を加筆・修正したものである。
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第 ₂ 部判決，破棄差戻し（原審），判例公報506号191頁
《事案の概要1）》
1．本件公訴提起
⑴　本件公訴事実の要旨2）
　「被告人 ₁及び被告人 ₂は，2010年 ₆ 月23日頃から2011年 ₆ 月16日頃ま
で，公訴状別紙犯罪一覧表 ₁記載の通り，被告人 ₄と共謀の上，合計
32,065件の映画やドラマ等を，公訴状別紙犯罪一覧表 ₂，₃記載の通り，
訴外人等と共謀の上，438,024件及び179,458件の映画やドラマ等をウェブ
ハードサイトにアップロードし，他の会員らをしてこれをダウンロードさ
せるようにして，著作権者らの著作財産権を侵害し，被告人 ₃株式会社
（以下，「被告人会社」という。）は，その代表理事である被告人 ₂等が被
告人会社の業務に関して，上記の通り，各著作権者らの著作財産権を侵害
したというものである。」
⑵　本件公訴提起の方式（紙文書＋ CD（エクセルファイル））3）
　検事は，本件公訴提起にあたって，下記の通り，紙文書（公訴状本文，
犯罪一覧表 ₁，₂，3（一部のアップロードについて））に，CD（エクセル
ファイル（全体のアップロードについて）が貯蔵されたもの）を添付し
て，提出した。
①紙文書の部分
・ 「公訴状の本文，及び，別紙として添付された犯罪一覧表 ₁，₂，₃には，
全体のアップロードした件のうち，一部についてのみ，アップロードし
1）　本稿において摘示する法令は，全て韓国のものである。なお，刑訴法を含む
韓国法令の邦語訳については，加除式の法務大臣官房司法法制調査部職員監修
『現行韓国六法』（ぎょうせい，昭和63年）〔最終加除：225号（平成29年）〕を
参照されたい。また，韓国刑訴法の邦語訳は，安部祥太「韓国刑事訴訟法試
訳」青山ローフォーラム ₄ 巻 ₁ 号（平成27年）85頁以下がある。
2）　本件上告審判決の整理による。
3）　本件上告審判決の整理による。
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たファイルのタイトルと大きさ，アップロード日時，アップローダーの
ID 等が記載されているだけで，その余のアップロードした件について
は，そのような具体的な内容が記載されていない。」（下線筆者）
・ 「その余のアップロードした件は，全体の回数程度のみが記載されてい
るだけで，アップロードした日時はもちろん，アップロードしたファイ
ルが何であるかが全く記載されていない（。）」（下線筆者）
・ 「上記各犯罪一覧表の末尾に，「紙文書で出力する場合，その分量が厖大
である関係により，CD で提出する」という趣旨の記載があ（る。）」
② CD（エクセルファイルが貯蔵されたもの）の部分
　「検事が公訴状に添付した CD には，全体のアップロードした件を対象
として，各アップロードしたファイルのタイトルと大きさ，アップロード
日時，アップローダーの ID 等が記載されたエクセルファイルが貯蔵され
ている。」（下線筆者）
2．第一審判決─大田地方法院本院4）（単独判事5））2013年 ₂ 月14日判
決，2011コ単4392，2012コ単4510（併合），公刊物未登載6）
　第一審判決においては，本件公訴提起の方式については争点とされない
まま，有罪判決が言い渡された（被告人 ₁：懲役10月（執行猶予 ₂年），
被告人 ₂：懲役 ₈月（執行猶予 ₂年），被告人 ₃株式会社：罰金3000万ウ
ォン，被告人 ₄：懲役 ₆月（執行猶予 ₂年））。
4）　わが国の地方裁判所における本庁と支部の関係と異なり，韓国では，地方法
院の本院と支院とでは土地管轄を異にする（大法院2015年10月15日判決（2015
ド1803））。
5）　「死刑，無期又は短期 ₁ 年以上の懲役又は禁錮に該当する事件」（一部例外が
ある。）の事物管轄は地方法院合議部にあり（法院組織法32条 ₁ 項 ₃ 号），それ
以外は地方法院単独判事にある（同法 ₇ 条 ₄ 項）。また，両者は，後述する通
り，審級管轄も異なる（後掲注 ₉ 参照）。
6）　総合法律情報参照。
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3．本件控訴審における審理
⑴　控訴理由
　第一審判決に対し，検事，被告人ら双方が控訴を申し立てた。被告人ら
（被告人 ₄を除く）は，本件判決と関連する控訴理由として，CD による
公訴提起と（控訴審における）公訴状変更許可申請は，公訴提起の方式に
違反したものであって無効であると主張した。
⑵　公訴状変更（紙文書＋ CD（エクセルファイル））
　検事は，下記の通り，紙文書（公訴状変更許可申請書，追加の一覧表
（犯罪一覧表 ₁に追加されるアップロードについて））とともに，CD（エ
クセルファイル（変更された全体のアップロードについて）が貯蔵された
もの）を提出して，公訴状変更許可申請をし，控訴審第 ₇回公判期日にお
いて，許可された。
①紙文書の部分
　「犯罪一覧表 ₂，₃のアップロードした件のうち一部を削除し7），そのう
ちの一部を犯罪一覧表 ₁のアップロードした件に追加する8）内容の公訴状
変更許可申請書を提出しつつ，犯罪一覧表 ₁に追加されるアップロードし
た件については，アップロードしたファイルのタイトルと大きさ，アップ
ロード日時，アップローダーの ID 等を記載した追加の一覧表を添付する
（。）」（下線筆者）
② CD（エクセルファイルが貯蔵されたもの）の部分
　「変更された全体のアップロードした件を対象として，各アップロード
したファイルのタイトルと大きさ，アップロード日時，アップローダーの
ID 等を記載したエクセルファイルが貯蔵された CD を提出し（た。）」（下
線筆者）
7）　控訴審判決によれば，犯罪一覧表 ₂ について，438,024件のうち17,785件を削
除して420,239件に，犯罪一覧表 ₃ について，179,458件のうち14,301件を削除
して165,157件に変更され，認定された。
8）　控訴審判決によれば，犯罪一覧表 ₁ について，32,065件に20件を追加して
32,085件に変更され，認定された。
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4．控訴審判決─大田地方法院本院（合議部9））2015年 ₂ 月11日判決，
2013ノ525，公刊物未登載10）
　「考えるに，情報化社会への転換が加速化するにともない，現代の社会
生活の相当部分がデジタルシステムに依存し，多くの便利をもたらし，特
許裁判に続き，民事裁判においても電子文書の使用が可能なものとなり，
刑事訴訟規則は，第134条の ₇において，コンピュータ用ディスクその他
にこれと類似する情報貯蔵媒体に記憶された文字情報を一定の証拠調べ方
法を経て，証拠とすることができると規定している。さらに，刑事訴訟規
則第29条は，調書に書面，写真その他法院が適当であると認めるものを引
用し，訴訟記録に添付して，これを調書の一部とすることができると規定
しているところ，これは，条文の体系上，公務員の書類に関する刑事訴訟
法第57条，書面主義を採っている公訴状に関する第254条にも類推適用す
ることができると判断される。
　本件の場合，被告人 ₁，被告人 ₂，被告人 ₃株式会社が著作権者らの著
作財産権を侵害したというものであり，犯行回数が犯罪一覧表 ₁，₂，₃の
合計617,481回であり，犯行日時，侵害した著作財産権も異なり，これを
文書で出力する場合，数万ページに達するため，被告人の防御権の保障や
審判範囲の確定に支障がないものと認められる限度において，公訴事実の
一部として CD の提出を許容し，公判期日において CD に対する証拠調べ
に準ずる方法で閲覧すれば足りるものと思われるため，検事が公訴事実の
特定のために犯罪一覧 CD を提出することは許容されるものといえる。
　本件の場合，書面で提出された公訴状の公訴事実に，犯行日時が2010年
₆ 月23日頃から2011年 ₆ 月16日頃までとして特定されており，侵害された
著作財産権の総回数が記載されている点，犯罪一覧表 ₁，₂，₃のそれぞれ
について一部が文書で出力され別紙として添付され，犯罪一覧表 ₁，₂，₃
9）　第一審が地方法院単独判事の場合の控訴審は地方法院本院合議部，第一審が
地方法院合議部の場合の控訴審は高等法院であり（刑訴法357条），上告審はい
ずれの場合も大法院である（同法371条）。
10）　総合法律情報参照。
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の各下段に「紙文書で出力する場合，厖大な分量である関係で CD で添付
する」と記載されている点，原審及び当審において，被告人らは CD が添
付された公訴状副本及び公訴状変更申請許可による CD の交付を受けた点
等を総合すれば，公訴提起及び公訴状変更申請に当たって犯罪一覧表が
CD で提出されたという事情のみで被告人らの防御権保障や審判範囲の確
定に支障があったものと思われないため，犯罪一覧表が CD で提出されて
本件公訴提起が不適法であるとする被告人らの上記主張は理由がない。」
　なお，控訴審において公訴状変更があったことなどを理由に原判決を破
棄したが，量刑は第一審判決と同じであった。この判決に対し，被告人ら
が上告を申し立てた。これに対する大法院の判断が，本件対象判例であ
る。
《判旨11）》
原判決破棄差戻し【大法官：朴
パク・サンオク
商玉（裁判長），李
イ・サンフン
尚勳，金
キム・チャンソク
昌錫（主審），
曺
チ ョ・ヒ デ
喜大〔全員一致12）〕】
○関連規定の概観「公訴提起は，検事が法院に対して特定の刑事事件の審
判を求める訴訟行為であって，刑事訴訟法第254条第 ₁項は，「公訴を提起
するには，公訴状を管轄法院に提出しなければならない。」と規定してお
り，同条第 ₃項は，公訴状には，被告人の姓名その他被告人を特定するこ
とができる事項，罪名，公訴事実，適用法条を記載することとしており，
刑事訴訟法第266条は，公訴提起があったときには，遅滞なく，公訴状の
副本を被告人または弁護人に送達しなければならないと規定している。
　一方，刑事訴訟法第57条第 ₁項は，「公務員が作成する書類には，法律
11）　判旨中，項目立ては，筆者による。
12）　本件は，大法官全員一致による判決である。本件のように大法院の部（3名
以上。通常 ₄ 名の大法官）によって裁判することができるのは，全員一致の場
合に限られ，それ以外は，全員合議体（大法院長と全大法官（ただし，慣行
上，法院行政処長たる大法官を除く。）の計13名）によって裁判することにな
る（法院組織法 ₇ 条 ₁ 項）。
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に異なる規定がないときには，作成年月日及び所属公務所を記載し，記名
捺印又は署名しなければならない。」と規定しており，検事が作成する公
訴状は，「公務員が作成する書類」に属するため，上記規定に従い，公訴
状には検事の記名捺印または署名がなくてはならない。」
○公訴提起の書面主義の採用「このように刑事訴訟法が公訴提起に関し
て，書面主義と厳格な要式行為を採用したことは，今後進行される審判の
対象を書面に明確に記載しておくことによって，法院の審判対象を明らか
なものとし，被告人の防御権を充分に保障するためのものであるため，書
面である公訴状の提出は，公訴提起という訴訟行為が成立するための本質
的要素であるとみなければならない。そして，このような手続法が定める
手続に従って裁判を受ける権利は，憲法第27条第 ₁項が規定する「法律に
よる裁判を受ける権利」に当たる。したがって，書面である公訴状の提出
なく公訴を提起した場合には，これを許容する特別な規定がない限り，公
訴提起に要求される訴訟法上の定型を備えたものということができず，訴
訟行為としての公訴提起が成立したものとみることができない。」
○電子文書による公訴提起の可否「それゆえ，検事が，公訴事実の一部と
なる犯罪一覧表を，コンピュータプログラムを通して，開いてみたり，出
力したりすることができる電磁的形態の文書で作成したのち，紙文書で出
力して提出せずに，上記電磁的形態の文書が貯蔵された貯蔵媒体自体を書
面である公訴状に添付して提出した場合には，書面である公訴状に記載さ
れた部分に限って公訴が提起されたものとみることができるだけで，上記
貯蔵媒体に貯蔵された電磁的形態の文書の部分まで公訴が提起されたもの
ということはできない。このような形態の公訴提起を許容する別途の規定
がないだけでなく，上記貯蔵媒体や電磁的形態の文書を公訴状の一部とし
ての「書面」としてみることもできないためである。これは，上記電磁的
形態の文書の量が厖大なため，そのような方式の公訴提起を許容すべき現
実的な必要があったり，被告人と弁護人が異議を提起せずに弁論に応じた
りしたとしても，別異に解することもできない。」
○書面による公訴状変更許可申請の場合における電子文書による提出の可
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否「そして，刑事訴訟規則第142条によれば，検事が公訴状を変更しよう
とするときには，その趣旨を記載した書面である公訴状変更許可申請書を
法院に提出することが原則であり，被告人が在廷する公判廷において，被
告人に利益となったり，被告人が同意したりする例外的な場合に，口述に
よる申請が許容されるだけであるため，前述した法理は，検事が公訴状変
更許可申請書による公訴状変更許可を求めながら，変更しようとする公訴
事実を電磁的形態の文書で作成して，その文書が貯蔵された貯蔵媒体を添
付した場合にも同様に適用される。」
○公訴事実の特定の有無「さらに，検事が前述したような方式により公訴
を提起したり，公訴状変更許可申請書を提出したりした場合，法院は，貯
蔵媒体に貯蔵された電磁的形態の文書の部分を考慮せずに，書面である公
訴状や公訴状変更許可申請書に記載された部分のみをもって，公訴事実が
特定されているかどうかを判断しなければならない。もし，公訴事実が特
定されていない部分があれば，検事に釈明を求めて特定を要求しなければ
ならず，それでも検事がこれを特定しないのであれば，その部分に対して
は公訴を棄却するほかない。」
○本件事案への当てはめ「……公訴状や公訴状変更許可申請書に添付され
た CD やこれに貯蔵されたエクセルファイルは，公訴状の一部としての
「書面」であるということはできないため，上記エクセルファイルに記載
された部分まで，公訴が提起されたものとみることはできない。たんに，
書面である公訴状や公訴状変更許可申請書（それに添付された犯罪一覧表
や追加の一覧表を含む。以下同じ。）に記載された部分に限り，公訴が提
起されたものとみることができるだけである。
　一方，著作権法違反罪における数個の著作物に対する侵害行為は，原則
的にそれぞれ別個の罪を構成するため，本件公訴事実中，アップロードし
たファイルのタイトルと大きさ，アップロードした日時，アップローダー
の ID 等が公訴状や公訴状変更許可申請書に記載されている一部のアップ
ロードした件は，公訴事実が具体的に特定されたものということができる
が，その余のアップロードした件は，全体の回数程度のみが記載されてい
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るだけで，アップロードした日時はもちろん，アップロードしたファイル
が何であるかが全く記載されておらず，公訴事実が特定されたものという
ことはできない。
　とすれば，原審としては，検事に釈明を求めて，上記のその余のアップ
ロードした件に対する公訴事実を特定するよう要求し，もしこれを特定し
ないのであれば，この部分に対する公訴を棄却しなければならなかったの
に，原審はこのような措置を採らないまま，この部分に対しても実体判断
をした。このような原審の措置には，公訴提起の方式と公訴事実の特定に
関する法理を誤解し，判決に影響を及ぼす誤りがある。これを指摘する趣
旨の被告人 ₁，被告人 ₂，被告人会社の上告理由の主張は理由がある。」
《解説》
　 1　韓国では，最近，著作権法違反事件等において，犯罪事実を摘示す
ると数万ページに及ぶなど分量が厖大になってきており，検事が公訴状
（わが国の起訴状に相当する。）の内容を CD や USB メモリに貯蔵して提
出することによって起訴する事例が相次いでいるとされる13）。本件控訴審
判決の判示によれば，本件判決の事案も犯罪一覧表を紙文書で出力すると
数万ページに及ぶため，これを CD で提出したものであるから，その一つ
に含まれよう。
　ただ，刑訴法では，「公訴を提起するには，公訴状を管轄法院に提出し
なければならない。」とされているため（同法254条 ₁ 項），学説において
は，韓国で初めて制定された刑訴法であるいわゆる「制定刑事訴訟法14）」
13）　法律新聞（インターネット）2016年12月20日記事〔https://www.lawtimes.
co.kr/Legal-News/Legal-News-View?serial=106745〕（最終閲覧日： 平成29年 ₄
月27日），法律新聞（インターネット）2017年 ₁ 月19日記事〔https://www.law
times.co.kr/legal-news/Legal-News-View?serial=107416〕（最終閲覧日：平成29
年 ₄ 月27日）。
14）　法律341号，1954年 ₉ 月23日公布，同年 ₅ 月30日施行（ただし，法律の発効
日は同年10月11日である（大法院1955年 ₆ 月21日判決（4288刑上95））。
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施行後間もない時期15）から現在16）に至るまで，一貫して，公訴提起の方式
は書面主義が採用されていると解されており，この点に異論はみられな
い。
　このように公訴提起について書面主義が採用されており，また現行法
上，電子文書による公訴提起を許容する規定ないし電子文書による刑事訴
訟行為を許容する一般的な規定がないため，本件判決の事案のような電子
文書17）による公訴提起18）が許されるかが問題となる。大法院がこの問題に
15）　古いものから順に，たとえば，玉璜南『新刑事訴訟法解義〔再版〕』（地球
堂，1955年）219頁，徐壹教『刑事訴訟法講義〔第 ₃ 版〕』（第一文化社，1957
年）232頁，金箕斗『刑事訴訟法〔再版〕』（法文社，1960年）238頁，廉政哲
『新刑事訴訟法』（ソウル考試学会，1961年）192頁，姜求眞『刑事訴訟法原論』
（学研社，1982年）269頁。
16）　新しいものから順に，たとえば，朴相烈ほか『刑事訴訟法〔改訂 ₃ 版〕』（蛍
雪出版社，2017年）405頁， 丁雄奭＝白承旻『刑事訴訟法〔改訂版第 ₇ 版〕』
（大明出版社，2017年）342頁，盧明善＝李完揆『刑事訴訟法〔第 ₅ 版〕』（成均
館大学校出版部，2017年）307頁，李昌玄『刑事訴訟法〔第 ₃ 版〕』（図書出版
立錐，2017年）550頁， 李在祥＝趙均錫『刑事訴訟法〔第11版〕』（博英社，
2017年）390頁，金正漢『実務刑事訴訟法〔2017年改訂版〕』（ジュンコミュニ
ケーションズ，2017年）371頁，裵鍾大ほか『刑事訴訟法〔第 ₂ 版〕』（弘文社，
2016年）244頁，孫東權＝申梨澈『新しい刑事訴訟法〔第 ₃ 版〕』（セチャン出
版社，2016年）372頁，林東奎『刑事訴訟法〔第12版〕』（法文社，2016年）300
頁，崔泳勝『刑事訴訟法概論〔第 ₃ 版〕』（PNC メディア，2016年）111頁，姜
東旭ほか『刑事訴訟法講義〔第 ₃ 版〕』（図書出版オレ，2016年）355頁，李銀
模『刑事訴訟法〔第 ₅ 版〕』（博英社，2015年）402頁， 魏在民『刑事節次法
〔第 ₄ 版〕』（法律ジャーナル，2015年）131頁，申東雲『新刑事訴訟法〔第 ₅
版〕』（法文社，2014年）574頁，金炫秀『刑事訴訟法講義〔第 ₃ 版〕』（済州大
学校出版部，2011年）169頁，車鏞碩＝崔容誠『刑事訴訟法〔第 ₄ 版〕』（21世
紀社，2011年）292頁， 申洋均『刑事訴訟法〔新版〕』（ファサンメディア，
2010年）321頁，白亨球ほか編『注釈刑事訴訟法Ⅱ〔第 ₄ 版〕』（韓国司法行政
学会，2009年）561頁〔金熙玉〕。
17）　「電子文書」と類似する概念として，「電子化文書」がある。たとえば，電子
政府法では，「「電子文書」とは，コンピュータ等情報処理能力をもつ装置によ
って電子的な形態で作成され，送受信され，又は貯蔵される標準化された情報
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ついて初めて判断したものが，本件判決である。
　 2⑴　本件判決では，書面である公訴状の提出は，公訴提起という訴訟
行為が成立するための本質的要素であって，書面である公訴状の提出なく
公訴を提起した場合は，公訴提起に要求される訴訟法上の定型を備えたも
のということができず，訴訟行為としての公訴提起が成立したものとみる
ことができないと判示したうえで，電子文書による公訴提起については，
電磁的形態の公訴提起を許容する別途の規定がなく，電子文書や電磁的記
録媒体はこの書面とみることができないとして，公訴が提起されたものと
みることはできないとした。
　⑵　法院に提出する公訴状には，正本のほかに，被告人の数に相応する
副本を添付し（刑訴法254条 ₂ 項），法院は，これを遅滞なく（第 ₁回公判
期日の ₅日前までに），被告人または弁護人に対して，送達しなければな
らないとされている（同法266条）。
　競合犯（わが国の併合罪に相当する。）の場合，公訴提起に際して，犯
罪一覧表を作成して公訴状に添付することが便利な場合があるとされる
が19），本件判決の事案のように，犯罪一覧表が数万ページ以上に及ぶ公訴
状の場合で，正本と被告人の数に相応する副本を全て紙文書で提出し，そ
れをそれぞれ送達しなければならないとすれば，提出や送達に当たって現
をいう。」ものとし（2条 ₇ 号），「「電子化文書」とは，紙文書及びその他に電
子的形態で作成されなかった文書を情報システムが処理することができる形態
に変換した文書をいう。」ものとする（同条 ₈ 号）。しかし，本件判決では，い
ずれによったとしても結論を異にするものとはいえないため，本稿では両者を
区別することなく，単に「電子文書」という。
18）　電子文書による訴訟行為には，オンラインによって法院に提出する方法と，
電磁的記録媒体に貯蔵してそれを法院に提出する方法とがありえるが，本稿で
いう「電子文書による公訴提起」とは，後者の方法である。すなわち，「電子
文書（の公訴状が貯蔵された電磁的記録媒体）による公訴提起」である。ま
た，電子文書による公訴状変更許可申請も同様である。
19）　司法研修院『検察実務Ⅰ〔2016〕』（司法研修院出版部，2016年）129─130頁。
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実的に困難な面があることは想像するに難くない。これに対し，電子文書
で提出することができるのであれば，CD や USB メモリのような一つの
小型の電磁的記録媒体に貯蔵することができるから，提出や送達に当たっ
ても，現実的な困難は生じない。
　また，本件判決がいうように公訴状のもつ役割が，法院の審判対象の確
定と被告人の防御権の充分な保障にあるとすれば，その役割を果たすため
には公訴状の内容が文字として表現され，それを読むことができれば足り
る。電子文書と紙文書とでその限りにおいては異なるところはなく，電子
文書による公訴提起を許容しても，公訴状の役割を害するとは一概には言
い切れない。
　⑶　また，韓国では，行政手続や民間の取引等において，法律で定める
文書の作成，提出，保管等は広く電子文書で行われており，この電子文書
は，紙文書と同じ法的効力・効果が与えられているとされる20）。
　公的な場面では，たとえば，①電子政府法では，「行政機関等の長（行
政権限の委託を受けた者を含む。以下，本節において同じ。）は，当該機
関において処理すべき民願事項等について関係法令（地方自治団体の条例
及び規則を含む。以下，同じ。）において，文書・書面・書類等の紙文書
で申請，申告又は提出等（以下，「申請等」という。）をするように規定し
ている場合であっても，電子文書で申請等をさせることができる。」とし
（同法 ₇条 ₁項），この場合，「第 ₁項から第 ₃項までの規定に従って，電
子文書で申請等又は通知等をした場合には，当該法令において定める手続
に従って申請等又は通知等をしたものとみなす。」と規定している（同条
₄項）。このほかにも，告知書及び通知書等（本人が望む場合）を電子文
書で通知等をすることができ（同法11条 ₁ 項），また，「本法に従った電子
文書及び電子化文書は，他の法律に特別な規定がある場合を除いては，紙
文書と同一の効力を有する。」と規定している（同法26条 ₃ 項）。
20）　詳細は，キム・ヒョンチョル「情報社会における書面主義の再解釈と立法課
題」立法と政策 ₇ 巻 ₂ 号（2015年）387頁以下参照。
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　つぎに，私的な場面では，たとえば，②電子文書及び電子取引基本法で
は，「電子文書は，他の法律に特別な規定がある場合を除いては，電磁的
形態となっているという理由で文書としての効力が否認されない。」と規
定し（同法 ₄条 ₁項），「別表で定めている法律による記録・報告・備置又
は作成等の行為が電子文書で行われた場合，当該法律に従った行為が行わ
れたものとみなす。」と規定している（同条 ₃項）。
　それに加えて，刑事公判手続以外の訴訟の場面でも，以下の通り，広く
電子文書の提出（とくに訴状の提出等，訴訟の開始時点から）による訴訟
行為を許容しており，この電子文書は紙文書と同じ効力を有すると規定し
ている。
　すなわち，まず，刑事訴訟と関連するものとしては，③略式手続等にお
ける電子文書の利用等に関する法律（以下，「略式電子文書法」と省略す
る。）では，飲酒運転や無免許運転の道路交通法違反事件（法人等の両罰
規定を含む。）において，電子的処理手続によることについて被疑者の同
意があれば，刑事司法情報システムを通して，電子文書によって，略式命
令を請求することができるとしている（同法 ₃条 ₁項， ₅条 ₂項）。
　また，④民事訴訟等における電子文書の利用等に関する法律（以下，
「民訴電子文書法」と省略する。）では，民事訴訟法，家事訴訟法，行政訴
訟法，特許法のうちの特許訴訟，民事執行法，債務者回生及び破産に関す
る法律，非訟事件手続法（懈怠料（わが国の過料に相当する。）事件も含
まれる。）による手続においては，法院に提出すべき書類を電算情報処理
システムを利用して電子文書で提出することができ（民訴電子文書法 ₃
条， ₅条 ₁項），この文書は各法律で定める要件と手続に従った文書であ
るとみなされている（同条 ₂項）。
　そして，⑤憲法裁判所法では，憲法裁判所の審判手続について，審判請
求書等を情報通信網を利用して，電子文書で提出することができ（同法76
条 ₁ 項），この文書は同法に従って提出された書面と同じ効力を有すると
している（同条 ₂項）。
　以上の通り，韓国では，公的な場面でも，私的な場面でも，特に（刑事
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手続の一部を含む）訴訟の場面において，電子文書をもって書面と同じ効
力をもつものと規定しているものがある。たしかに，これらは刑事公判手
続を直截的に対象とする規定ではなく，これらの規定を根拠として直ちに
電子文書による公訴提起（求公判の場合）が許容されるということはでき
ないが，刑事公判手続の公訴提起の場面に限って，電子文書の利用を完全
に否定することは，その必要性に乏しく，時勢に反するともいえる。
　⑷　しかしながら，紙文書の場合，肉眼で内容を読むことができるのと
は異なり，電子文書の場合は，機器，ソフトウェアが揃わないと内容を読
むことができないという特徴がある。被告人が，必ずしも電子文書の内容
を読むことができる環境にあるとは限らない。また，電子文書を開くため
には，コンピュータに関するある程度の知識や技術が必要となるが，同様
に，被告人が，必ずしもこのような知識や技術を有しているとも限らな
い。そして，この環境の問題は，身柄拘束中の被告人の場合に特に妥当す
るものである（民訴電子文書法12条 ₁ 項 ₁ 号では，送達を受ける者が身柄
拘束されている者等である場合（民訴法182条）は，電子文書を出力した
紙文書を送達するものとしている21）。これは，身柄拘束されている者は，
電子文書の内容を読むことができないということを前提としているのであ
ろう。）。もし，公訴状の内容を読むことができないとすれば，被告人の防
御の準備に支障が生じ，被告人の防御権の充分な保障という公訴状の役割
を害することになる。
　⑸　たしかに，公訴提起が電子文書によったとしても，具体的な事件で
被告人が充分な防御の準備をするのに支障が全くない場合もありえよう。
しかし，刑事手続における訴訟行為のうち書面主義が採られているもの
は，手続の明確性，安定性を図る必要があるものである22）。公訴提起は，
捜査手続を終了し，かつ公判手続を開始するという特に重要な訴訟行為で
21）　なお，民訴電子文書法12条 ₁ 項 ₁ 号によって，紙文書を送達しなければなら
ない場合としてほかには，軍関係人に対する送達（民訴法181条）と戦争に出
た軍人・外国駐在の軍関係人等に対する送達（同法192条）がある。
22）　申東雲・前掲注16）700頁。
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あるから，高度の手続の明確性，安定性が求められているといえるから，
特に厳格な書面主義が採られるべきであり，紙文書に限定されるとするも
のであろう。
　⑹　また，前述した電子略式文書法による場合であっても，その事件が
略式命令ですることができず，もしくは略式命令ですることが適当でない
ものと認められるとき（刑訴法450条），または略式命令に対して正式裁判
の請求があったとき（同法453条 ₁ 項）には，通常の公判手続で審判する
ことになるが，この場合，法院は，その時までにシステムを通して提出さ
れた訴訟に関する書類及び証拠書類を，検事に電子的に送付し，これを受
け取った検事は紙文書で出力して法院に提出しなければならないものとし
ている（略式電子文書法10条 ₁ 項）。この略式命令に対する正式裁判の請
求も，紙文書で法院に提出しなければならないとしている（略式手続にお
ける電子文書の利用等に関する規則 ₇条）。また，検事が略式命令を請求
せずに，公訴を提起する場合には，すでに作成された電子文書及び電子化
文書を紙文書で出力して法院に提出しなければならないものとしている
（略式電子文書法10条 ₂ 項）。そして，車の交通による業務上過失致傷等で
ある場合には，一定の場合，親告罪あるいは反意思不罰罪（被害者の明示
的な意思に反して公訴を提起することができない罪）となり（交通事故処
理特例法 ₃条 ₂項本文， ₄条），この場合，検事は，不起訴処分を電子文
書で行うことができるが（略式電子文書法 ₅条 ₄項），この事件について
検事が不起訴処分をせずに，略式命令を請求し，または公訴を提起する場
合には，すでに作成された電子文書及び電子化文書を紙文書で出力して法
院に提出しなければならないとしている（同法10条 ₃ 項）。すなわち，同
法によっても，公判手続による場合には，電子文書ではなく，紙文書によ
って訴訟行為を行うことを求めているのである。
　また，刑訴法では，「裁判の執行指揮は，裁判書又は裁判を記載した調
書の謄本若しくは抄本を添付した書面でしなければならない。」と規定し
ているところ（461条本文），略式電子文書法では，「検事は，本法による
略式命令が確定した場合には，刑事訴訟法第461条本文にもかかわらず，
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電子文書で刑の執行を指揮する。」と規定している（11条 ₁ 項）。すなわ
ち，同項は，同法による刑の執行の指揮は，刑訴法で規定するところの
「書面」ではなく，「電子文書」によると規定している。それゆえ，略式電
子文書法では，「電子文書」と刑訴法の「書面」とは別個のものであると
解しているのである。換言すれば，立法者は，刑訴法の「書面」とは，
「電子文書」ではないと解しているのであり，「紙文書」に限ると解してい
るともいえる23）。それゆえ，刑訴法で書面主義が採用されている場合に
は，紙文書によらなければならないと解される。
　⑺　また，前述した民訴電子文書法等により，訴訟の場面において電子
文書での提出を許容しているものもあるが，これらは，ネットワークシス
テムを利用するものである24）。すなわち，このようなシステムを利用した
文書の提出を認めたことから，必然的に電子文書の提出を認めたものであ
り，これらの電子文書の利用は，このようなシステムの存在と密接な関連
をもつものといえる。証拠資料たる電子文書であれば別としても25），この
ようなシステムが備わっていない刑事訴訟の公判手続とは，状況を異にす
るものといえ，電子文書による公訴提起を許容する根拠として，これらの
法律の存在を援用することはできないだろう。
　⑻　本件判決では，訴訟行為の価値判断について，「書面である公訴状
23）　ただ，略式電子文書法11条 ₁ 項は，注意規定であるとする反論もありえよ
う。
24）　電子略式については「法務部刑事司法ポータル」〔http://www.kics.go.kr/〕，
民訴電子文書法については「大韓民国法院電子訴訟」〔http://ecfs.scourt.
go.kr/〕，憲法裁判所法については「電子憲法裁判センター」〔https://ecourt.
ccourt.go.kr/〕がある（最終閲覧日：平成29年 ₄ 月27日）。
25）　コンピュータ用ディスク等に記憶された文字情報等に対する証拠調べについ
て，刑事訴訟規則134条の ₇ 第 ₁ 項では，「コンピュータ用ディスクその他にこ
れと類似する情報貯蔵媒体（次から，本条文内においてこのすべてを「コンピ
ュータディスク等」という）に記憶された文字情報を証拠資料とする場合に
は，読むことができるように出力して，認証した謄本を出すことができる。」
と規定している。
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の提出は，公訴提起という訴訟行為が成立するための本質的要素であると
みなければならない」としたうえで，「（電磁的な）形態の公訴提起を許容
する別途の規定がないだけでなく，上記貯蔵媒体や電磁的形態の文書を公
訴状の一部としての「書面」としてみることもできない」としていること
から，電子文書による公訴提起は訴訟行為として成立していないと判断し
ているように思われる。
　大法院判例には，即決審判請求26）について，法院がこの請求を棄却した
ため，検事が公訴を提起しなければならなかったのに，被告人によって正
式裁判請求があったものと検事が誤認して，公訴を提起することなく，法
院に記録を送付した場合の公訴提起の効力について，まず，「訴訟行為が
成立するためには，訴訟行為に要求される訴訟法上の定型を充足するため
の本質的概念要素を具備しなければなら（ない）」としたうえで，「検事に
よる公訴状の提出は，公訴提起という訴訟行為が成立するための本質的要
素であるとみなければならないため，このような公訴状の提出がない場合
には，訴訟行為としての公訴提起が成立したものということができない」
とし，公訴提起の本質的要素である公訴状の提出がない以上，本件の検事
の記録の送付は公訴提起として成立しないと判示したものがある27）。
　同判例は，「公訴状の提出がない場合」としており，「書面である公訴
状」とはしていないが，本件判決は，訴訟行為の価値判断の点では，従来
の判例の流れを踏襲しているものである。
　電子文書による公訴提起が不成立であるということは，公訴提起という
訴訟行為が具備しなければならない本質的要素が欠如し，訴訟行為として
の定型性すら認められないということであり，訴訟行為の無効とは異な
り，この瑕疵の治癒の問題は生じることはない一方で，その後，当該訴訟
行為が適法に行われたときには，その時から訴訟行為が成立したものとみ
26）　即決審判とは，警察署長等の請求により，地方法院，支院，市・郡法院判事
が20万ウォン以下の罰金，拘留，科料に処することができる手続である（即決
審判に関する手続法参照）。
27）　大法院2003年11月14日判決（2003ド2735）。
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ることができるとされるものである28）。本件判決において，「被告人と弁
護人が異議を提起せずに弁論に応じたりしたとしても，別異に解すること
もできない」と判示し，訴訟関係人が相当期間内に異議を提起しなかった
ことによる無効の治癒である，いわゆる責問権の放棄29）は認められないと
判示しているのは，このためであろう。
　 3⑴　本件判決では，あわせて書面による公訴状変更許可申請（わが国
における訴因変更請求に類似する。）に当たって電子文書によることがで
きるかについても問題となった。
　刑訴法では，「検事は，法院の許可を得て，公訴状に記載した公訴事実
又は適用法条の追加・撤回又は変更をすることができる。この場合に法院
は，公訴事実の同一性を害しない限度において許可しなければならない。」
と規定している（298条 ₁ 項）。この公訴状変更許可申請の方式としては，
刑訴規則において，二つの方式を採用している。すなわち，①「その趣旨
を記載した公訴状変更許可申請書を法院に提出しなければならない。」
（142条 ₁ 項）とする書面方式によるものと，②「法院は，第一項の規定に
かかわらず，被告人が在廷している公判廷においては，被告人に利益とな
り，又は被告人が同意する場合，口述による公訴状変更を許可することが
できる。」（同条 ₅項）とする口述方式によるものである。
　本件判決の事案は，上記①の書面方式による公訴状変更許可申請の場合
であり，文言上，書面主義が採用されているといえる。本件判決では，前
述した電子文書により公訴提起することができないという法理は，（書面
による）公訴状変更許可申請の場合にも同様に適用されるとし，電子文書
の部分については，公訴状変更の効力はないと判示した。
　⑵　この点，公訴状変更許可申請の場合には，公訴提起の場合と異な
り，一定の場合には口述によることを許容していることから，書面による
28）　申東雲・前掲注16）705─706頁。
29）　申東雲・前掲注16）712─713頁参照。
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公訴状変更許可申請における書面主義は，公訴提起における書面主義と比
べ緩やかに解することもできるのではないかと考える。なぜなら，一定の
要件の下で例外を認める原則と，一切の例外を認めない原則とでは，後者
をより厳格に解すべきであるからである。
　公訴状変更は，当初の公訴事実と同一性を有する範囲内で許されるもの
であるから，全く新たな公訴事実を告知するというものではないから，被
告人の防御の準備という点からも，書面主義を緩やかに解しうるため，電
子文書の利用の許容性は，公訴提起の場合に比べて，拡がるものと解する
見解もありえよう。
　しかし，公訴状変更によってもともとの公訴事実と同一性を有する範囲
内で法院の審判の対象を変更する点で，被告人の防御の対象も変更するも
のであり，これに対して被告人が充分に防御をすることができるようにし
なければならないし（被告人が電子文書の内容を読むことができない環境
にある場合に特に当てはまる。），公訴提起の場合と同様，（程度の差こそ
あれ）手続の明確性と安定性が求められることから，紙文書で行わなけれ
ばならないとしたものであろう。
　 4　本件公訴の提起は，紙文書による部分（公訴状本文，犯罪一覧表
（一部のアップロードについて））と電子文書による部分（犯罪一覧表（全
体のアップロードについて））とがあるところ，本件判決では，電子文書
の部分は公訴提起の効力がないとした。この場合の事案の処理が問題とな
るが，本件判決は，紙文書の部分については公訴提起の効力があるものと
し，可分なものであると判断している。
　本件のように，紙文書の公訴状本文には，犯行の総回数，期間等，公訴
事実が概括的に記載されているにとどまり，具体的な犯行は紙文書と電子
文書の犯罪一覧表に記載されている場合には，紙文書の犯罪一覧表の部分
は紙文書の公訴状本文の公訴事実と併せ見れば特定されており，実体判断
が可能であるが，電子文書の犯罪一覧表は公訴提起の効力がないため，紙
文書の公訴状本文の公訴事実のうち電子文書の犯罪一覧表にしか記載され
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ていない部分は犯罪の特定がなされていないことになる（不特定の部分＝
「紙文書の公訴状本文の公訴事実に記載された期間内の犯行（の総回数）」
－「紙文書の犯罪一覧表に記載された犯行（の回数）」）。
　刑訴法では，「公訴事実の記載は，犯罪の日時，場所及び方法を明示し
て，事実を特定するようにしなければならない。」と規定しているところ
（254条 ₄ 項），公訴事実が不特定の場合には，「公訴提起の手続が法律の規
定に違反し無効であるとき」に該当するため，判決で公訴を棄却しなけれ
ばならないことになる（327条 ₂ 号）30）。
　とはいえ，紙文書の公訴状本文の公訴事実の一部（紙文書の犯罪一覧表
には記載されていないもの）が特定されていないため，その部分の公訴提
起は無効であるとしても，その無効の治癒は認めることができよう（ここ
は，公訴提起としては成立する紙文書の公訴状本文についての訴訟行為の
価値判断（有効・無効）の場面である。）。すなわち，公訴事実が全く特定
されていない場合には公訴提起の瑕疵は治癒されえないが，公訴状の記載
事実中，一部が不特定または不明確なときには，検事は例外的に追完する
ことができると考えられている31）。
　大法院判例には，「公訴状の記載事実中，一部が明確でない場合には，
法院は検事に釈明を求め，もしこれを明確にしなかったときに，公訴事実
の不特定を理由として公訴を棄却することが相当である」と判示したもの
があり32），法院（裁判長）はまず，求釈明権を行使して（刑訴規則141条
₁ 項），特定を促し，もし特定をしない場合に，はじめて公訴を棄却する
ことができるとされる。
　この場合，電子文書の犯罪一覧表は訴訟行為の方式の点で不成立とされ
たものであっても，その内容だけをみれば，公訴状本文の公訴事実と併せ
見れば，公訴事実の特定がなされているものである。とすれば，法院（裁
判長）の求釈明に応じて，検事が，電子文書の犯罪一覧表を紙文書で出力
30）　申東雲・前掲注16）580頁。
31）　申東雲・前掲注16）580─581頁。
32）　大法院1983年 ₆ 月14日判決（82ド293）。
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して提出し，これによって追完がなされ，公訴事実の特定がなされれば，
これに対して，実体判断をすることができることになる。
　 5　本件判決では，電子文書による公訴提起を許容しない理由の一つと
して，それを許容する規定がないことを挙げている。それゆえ，それを許
容する別途の規定があれば許されるものと解される。すなわち，立法によ
り解決することができる問題である。本件判決では，憲法27条 ₁ 項33）に言
及しているが，これは「手続法が定める手続に従って裁判を受ける権利」
であるとしていることから，立法によっても電子文書による公訴提起を許
容することができないという趣旨のものではないだろう。なお，現行法と
して，電子文書による公訴提起を許容する別途の規定としては，前述した
略式電子文書法の規定を挙げることができる。
　 6　おわりに，本稿において論じてきたことについて，わが国の状況に
目を移してみると，現時点では，直截的に取り扱った裁判例や論考も見当
たらず，実務や学界において問題とされてこなかったように思われる。た
だ，今後，厖大な数の同種犯罪が成立するオンライン犯罪等の増加によ
り，わが国において起訴状が顕著に大部となるといった問題が生じること
は充分考えられる。
　とはいえ，訴訟行為に求められる書面主義の要請の度合いは，紙文書と
電子文書に対する信用や信頼とも関連するものと考えられ，それぞれの国
の法文化や慣習によっても異なりうるものであろう。また，商取引等の分
野とは異なり，刑事訴訟における訴訟行為の方式について，国際的な統一
基準を設けるべき必要性が特段高い分野でもない。それゆえ，公訴提起の
書面主義を厳格に解する本件判決の考え方が，直ちにわが国に妥当すると
は限らないが，わが国において類似する問題が生じた場合に，その解決方
33）　憲法27条 ₁ 項「すべて国民は，憲法と法律が定める法官によって，法律によ
る裁判を受ける権利を有する。」
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法の一つとして参考にすることができるといえよう34）。
　 7　なお，本件判決言渡し後，本件判決に従ったものとして，①口述に
よる公訴状変更許可申請に当たって，公訴事実の一部を陳述したが，その
余の犯罪一覧表を電子文書で提出した場合，この電子文書の部分は公訴状
変更がされたものとはいえないと判示した大法院2016年12月29日判決（個
人情報保護法違反等，2016ド11138，判例公報507号300頁），②本件判決と
同様に，公訴提起に当たって，公訴事実の一部である犯罪一覧表の一部を
電子文書で提出した場合，電子文書の部分は公訴提起がされたものとはい
えないと判示した大法院2017年 ₂ 月15日判決（詐欺，2016ド19027，判例
公報510号610頁）がある。
本件対象判例に関する論考・評釈等
・ 金成龍「コンピュータディスク・情報貯蔵媒体を利用した公訴提起」刑事訴訟の
理論と実務 ₈ 巻 ₂号（2016年）63頁以下
・ 金仁會「2016年刑事訴訟法重要判例」人権と正義464号（2017年）241頁以下
・ 法律新聞（インターネット）2016年12月20日記事〔https://www.lawtimes.co.kr/
Legal-News/Legal-News-View?serial=106745〕（最終閲覧日：平成29年 ₄ 月27日）
・ 法律新聞（インターネット）2017年 ₁ 月19日記事〔https://www.lawtimes.co.kr/
legal-news/Legal-News-View?serial=107416〕（最終閲覧日：平成29年 ₄ 月27日）
・ 大韓弁協新聞（インターネット）2016年 ₅ 月23日記事〔http://news.koreanbar.
or.kr/news/articleView.html?idxno=14667〕（最終閲覧日：平成29年 ₄ 月27日）
・ 大韓弁協新聞（インターネット）2017年 ₂ 月 ₆ 日記事〔http://news.koreanbar.
or.kr/news/articleView.html?idxno=15964〕（最終閲覧日：平成29年 ₄ 月27日）
 （平成29年 ₄ 月27日脱稿）
34）　本件判決に接したことを契機として，わが国において電磁的記録による起訴
状別表を提出することが許されるかについて，拙稿「電磁的記録による起訴状
別表提出の可否について」（法学新報124巻 ₃ ・ ₄ 号（平成29年）掲載予定）に
おいて論じた。
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【追記】
⑴　脱稿後，本件判決に従った判例として，大法院2017年 ₄ 月 ₇ 日判決（個人情
報保護法違反等，2016ド13263，判例公報514号1042頁）に接した。
⑵　脱稿後，下記の関連論考・評釈等に接した。
　・ 李基沃「電磁的貯蔵媒体を利用した公訴提起」法学論叢37巻 ₂ 号（2017年）
179頁以下
　・ 李祥源「［2016分野別重要判例分析］12. 刑事訴訟法」法律新聞（インターネ
ット）2017年 ₅ 月19日〔https://www.lawtimes.co.kr/Legal-News/Legal-
News-View?serial=118103〕（最終閲覧日：平成29年 ₇ 月 ₆ 日）
